
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

墨建土壼墜壁重L塗ム旦整重塵左立≧土型22墜主

1 事業の成果
普及啓発事業
(1)会報及び出版物等の発行 :会報、ニュースレターの発行、メールニュースを発信した。HPについて、各種行事実
施案内、会員交流会「FC朋の会」、勉強会「読書会」の報告記事を掲載した。
大規模セミナー :定期研修会 (夏 )2日 は昨年度コロナ禍で延期となったプログラムを集合講座として開催したが、参
加者が少なく、録画したものを後日配信した。事例検討会は 2回、例年は 1日 6時間実施のものを、1回 3時間に
短縮しオンライン研修として実施した。春期研修会は土日各日6時間のオンライン開催としたが、長時間にわたること
から参加が減少した。地方研修会は、地方在住の家族相談士資格者のための研修の場として大阪。名古屋・仙台で
開催してきたが、すべてコロナ禍で実施が困難となり中止した。
(2)小規模セミナー (継続):家族相談士フォローアップセミナーを協会認定「家族支援士」資格申請の必須セミナーと
して「家族支援に活かすグループワーク」「プリーフセラピー」を位置づけているが、当年度の開催はできず、グルー
プワーク講座の前年度から繰り延べになった分のみ集合およびオンラインで開催した。

相談室の事業
(1)相談室(家族支援室)は家族支援士が、一般市民を対象として実施し12件の新規ケースを受付け、33回の面接相
談を扱った。相談は、個人に加え、合同面接の件数が増えてきていることが特徴として挙げられる。
相談 (面接)のケースを中心にGSV(グループスーパービジョン)を実施し、相互に学び、カウンセラーとしての資質
の向上を諮った。
(2)家族カウンセリングミニ講座は、都内保育園出向するプログラムで好評を得ていたが、コロナ禍で開催のめどが立
たない状況になった。

人材の養成事業
(1)家族相談士養成講座 :家族理解と支援のための専門職「家族相談士」の養成コースが当年度で 24期となった。コ
ロナ禍で急きょ前半をオンライン講座としたことで、遠方からの参加を得て47名が受講した。子育て、医療、介護、教
育、産業などの支援者は、日々直面する多様化する家族の問題に理解を深めたいというニーズは潜在的には大き
いと感じる。インターネット上での PRにも力を入れた成果もあるが、受講者のロコミで広がる部分も大きく、本講座の
受講のために、数年越しで準備している人たちがいる。今回、オンライン講座としたことで受講の機会の幅が増えた
ことは良かった。後半の実習は対面講座で実施したが、遠方にいるなど受講が困難な人向けに録画配信を行った。

2 事業の実施に関する事項
無し

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【11,263】 千円)
疋訳 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

争栗賀
(千
円)

普及啓発
事業

会報及び
ニュースレター

メ・ブレ‐|―:知り鋼
:

HPの発信

陀。10月

路年 1月

毎月

法人

朝射内
6人 会員 500人

2,494定期研修会・

事例検討会
継続講座

2年8月 2・ 2日

B年3月 7・ 2日

貶年 12月 13日

B年1月 Ю日

連合会館/録画
視聴

オンライン

オンライン

会員
および
一般市民 310人

地方研修会
3回

コロナ禍のため

開催せず



小規模研修
2019年度分繰

り越し3回開催
当法人研修室
/オンライン

会員
8人

相談室|の設置・
運営事業

家族支援カウン
セリング・ルーム

H31年4月 .可2年
3月

月火水金土
法人相談室 ―搬市民 33人

436

支援職のための

家族カウンセリ
ングミニ講座

コロナ禍のため開
催せず

家族支援士が企
画するセミナー

路年 1月 16日
田年2月 13日
田年3月 13日

オンライン 33人 ¬般市民 144人

人材の

養成事業

R。 2年度家族相
談士養成講座

2年5月～11月 オンライン/

連合会館

会員

および

一般市民

47人

8,333
R。 2年度
家族相談士

特別講座
2年 12月 12日 オンライン

会員

および

一般市民

30人



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上い場合)
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

日 ウンセリングt

現金預金
未収金
棚卸資産
前払い費用

5,971,917
23,000
135,274
282,857
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【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 7,223,051



8

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 PO法人会計基準
協議会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価は最終仕入原価法によつています。
(2)固定資産の減価償却の方法
事務所造作及び什器備品の減価償却費は定率法によっています。
(3)引 当金の計上基準
・ 退職慰労積立金
理事、従業員の退職慰労金、退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期
末に発生していると認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支
給額に基づいて計算しています。
(4)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況

3.固 定資産の増減内訳
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1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

人件費計
(2)その他経費
謝金
業務委託費
運送費
広告宣伝費
会議費
旅費交通費
消耗品費
水道光熱費
通信費
印刷費
賃借料
租税公課
図書研究費
保険料
支払手数料

雑費

その他経費計

経常費用計

経常費用
人件費

Ⅱ
(1)

給料手当
役員報酬
法定福利費
福利厚生費

科 E

1

有形固定資産

事務所造作

什器備品

無形固定資産
投資その他の資産
敷金

合計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

里 柿 :円

現金預金
手元現金
三井住友銀行普通預金 (経費支払口座)
三井住友銀行普通預金 (人材養成口座)
郵便振替口座 (入会金・会費振込口座)
郵便振替口座 (研修会口座 )
郵便振替口座 (人材養成口座 )
郵便貯金―東高円寺郵便局
郵便貯金 (周年事業積立口座 )
郵便貯金 (退職慰労積立口座 )

子育て応援券

切手 。葉書・印紙
リーフレット
封筒

4月分事務所等家賃

造作工事等

印刷機

810,

屋 曾 計 u片 0 7.223.051

二■7~硬ロ

3,210,

15,

周年事業積立金
退職慰労積立金

未払金
3月 分役員報酬・給与等
3月 分社会保険料事業者負担分
講師謝金・交通費

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 4,067,904



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度
年間役員名簿 く前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住断又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特
=上
堂劉二重l墜込LEヨ」[重蔓壺LE:互≧生!生Lと≧4埜堕金_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

′^ヽ

(理事
_ヽノ
調詈ヨ

′ヽセガワケイゾウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日長谷川啓三

2

′
~ヽ

【理事
ヽ中′
監事
イカリユミコ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日碇由美子

3 〔理事ヽ_ノ
監事
カミワキタカシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日上脇貴

“
４

⌒

じ 監事

コキンドウヤスシ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日古今堂靖

ｒ
Ｏ

/~ヽ

kり :・監事
7+r=<ra 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日杉漢員理子

′
０

′
~ヽ

Q塁,井
・監事
ネモトタダイチ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日根本忠一

７

１

⌒
′  ヽ
運野 監事

モリトモユミコ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日森友由美子

8 ^理事ヽ 監ナ
ニイムラトキコ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日新村富喜子

9 理事。o
アイザフ (コマバ)
ユウコ

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日相澤 (駒場)優子



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係) 設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)
令和3年 3月 31日 現在

壁定菱:宣五l墜:理:墜zttl■杢家族:菫:立上
`堂

:塁!墜

`生

!曇金

氏   名

1 長谷川 啓三

2 上脇 貴

3 碇 由美子

4 古今堂 靖

5 杉漢真理子

6 根本忠一

7 森友由美子

8 新村富喜子

9 相澤 (駒場)優子

10 室田 康子


